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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

 
(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載して

おりません。 

４．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

５．従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用

者数(派遣社員等)は［ ］内に各期間の平均人員を外数で記載しております。 

６．第35期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 59,459,343 59,663,930 60,209,746 127,589,653 130,252,775

経常利益 (千円) 1,379,685 2,295,663 3,041,253 4,078,280 5,640,886

中間(当期)純利益 (千円) 802,453 1,313,277 1,746,253 2,117,133 3,221,969

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,370,780 2,370,780 2,370,780 2,370,780 2,370,780

発行済株式総数 (株) 14,529,400 14,529,400 14,529,400 14,529,400 14,529,400

純資産額 (千円) 23,034,092 24,988,122 28,021,658 23,994,252 26,573,413

総資産額 (千円) 48,637,132 51,565,843 52,258,430 56,464,736 61,832,011

１株当たり純資産額 (円) 1,585.34 1,719.83 1,928.62 1,651.43 1,828.94

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 55.23 90.39 120.19 145.71 221.76

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 22.50 22.50 27.50 45.00 47.50

自己資本比率 (％) 47.4 48.5 53.6 42.5 43.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,198,400 2,579,238 2,378,978 4,324,104 5,579,554

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △436,044 △161,234 △2,484,940 △1,941,274 △1,304,201

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △331,679 △326,821 △362,238 △658,908 △652,486

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 13,577,243 15,970,279 17,032,366 13,879,779 17,500,595

従業員数 
[外、平均臨時雇用 
者数]

(人)
1,487

[1,094]

1,125

[1,145]

1,034

[1,699]

1,169

[1,058]

1,121

[1,395]
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２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用

者数(派遣社員等)は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．満60歳定年制を採用しております。ただし、満60歳以降の雇用を希望する者のうち一定の基準を満たすもの

については、嘱託として期限を定めて採用しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 1,034 [ 1,699 ]
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間の我が国経済は、企業収益が好調を維持し、個人消費も引き続き底堅く推移するな

ど、緩やかながら回復基調が継続しました。 

移動通信市場では、前年度に引き続き、ＭＮＰ（携帯電話の番号ポータビリティ）による需要喚起

や、移動通信事業者各社による料金割引プランの強化・充実などにより、当中間会計期間の携帯電話契

約数の純増数は262万件と前年同期比29.5％の増加となり、当中間会計期間末の累計加入者数は9,933万

件（前年度末比 2.7％増）となりました。また、当中間会計期間末における第三世代移動通信サービ

ス対応端末の契約数が前年度末から941万件増加し、7,932万件となるなど、取替需要も堅調に推移しま

した。当社の販売事業の主力であるＮＴＴドコモの第三世代移動通信サービス対応のＦＯＭＡ

（Freedom of Mobile Multimedia Access）端末の契約数は前年度末比12.7％増の4,004万件となり、Ｎ

ＴＴドコモ契約者の76％にまで達しました。 

このような事業環境のもと、当社は高機能端末への取替需要の積極的取り込みや、販売チャネルの拡

充に注力するとともに、事業効率の改善に努めました。なお、平成19年４月１日付で公共モバイル事業

をＮＥＣネットワーク・センサ㈱に譲渡いたしました。 

この結果、当中間会計期間の売上高は、主にモバイルセールス事業における売上高の増加や、モバイ

ルインテグレーション＆サポート事業における事業者向け基地局整備関連売上の増加が、公共モバイル

事業の譲渡に伴う減収を補い、602億10百万円（前年同期比 0.9％増）となりました。また利益につい

ても、売上の増加に加え、業務プロセス改善の推進によるコストダウンなどにより、営業利益は29億64

百万円（同 27.2％増）、経常利益は30億41百万円（同 32.5％増）、中間純利益については17億46百万

円（同 33.0％増）となりました。 

  

(モバイルセールス事業) 

当中間会計期間においては、ワンセグ放送受信、音楽再生、電子マネーなどに対応した高機能端末

ラインアップが拡充され、また料金割引プランの充実などもあり、取替えを中心とした需要が拡大し

ました。このような状況のもと、携帯電話の拡販や販売チャネルの拡充などに注力し、新規出店、既

存店舗の整備・拡充を行うとともに、ショップでの生産性向上など事業効率の改善に努めました。 

この結果、売上高は、499億18百万円（前年同期比 5.4％増）となりました。営業利益について

は、将来の成長に向けた先行投資費用の増加があったものの、売上高の増加や事業効率の改善に努め

たことから、8億71百万円（同 0.2％増）となりました。 

  

(モバイルインテグレーション＆サポート事業) 

当中間会計期間においては、携帯電話の通話品質改善に向けた基地局整備関連の需要は堅調に推移

したものの、公共モバイル事業の譲渡や携帯電話端末の修理が減少したこと等により、売上高は102

億92百万円（前年同期比 16.5％減）となりました。営業利益については、基地局整備関連の売上高

の増加に加え、業務プロセス改善や生産革新の強化などによるコストダウンの推進により、20億93百

万円（同 43.2％増）となりました。 
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(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年度末より4億69百万

円減少し、170億32百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、23億79百万円(前年同期比 7.8％減)とな

りました。 

これは、税引前中間純利益を30億41百万円計上したことのほか、入金等による売上債権および未収

入金の減少などの資金増加要因が仕入債務および未払費用の減少、法人税等の支払などによる資金減

少要因を上回ったことによるものであります。 

なお、前年同期比では、主に法人税等の支払増加により、2億円の減少となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、24億85百万円（前年同期比 1,441.2％

増）となりました。 

これは、主に投資有価証券の取得を行ったことによるものであります。 

前年同期比においても、投資有価証券の取得による支出により、23億24百万円の支出増加となりま

した。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、3億63百万円（前年同期比 10.8％増）と

なりました。 

これは、主に第35期期末配当金の支払いによるものです。 

前年同期比での支出増加要因は、１株当たり配当金の増額によるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．金額は販売価額によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当中間会計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．モバイルセールス事業の受注高及び受注残高には、携帯電話販売関連は含まれておりません。 

  

事業区分 金額(千円) 前年同期比(％)

モバイルセールス事業 266,674 59.2

モバイルインテグレーション＆サポート事業 10,291,157 83.5

合計 10,557,831 82.6

事業区分 金額(千円) 前年同期比(％)

モバイルセールス事業 47,623,584 107.8

モバイルインテグレーション＆サポート事業 210 19.2

合計 47,623,794 107.8

事業区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

モバイルセールス事業 647,596 90.9 371,995 106.2

モバイルインテグレーション＆ 
サポート事業

10,444,788 73.6 648,617 22.5

合計 11,092,384 74.4 1,020,612 31.6
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(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間においては、モバイルソリューション事業に係る研究開発を行い、研究開発費は10百万

円となりました。 

主な研究開発活動の内容は、携帯電話を使用したＡＳＰ(Application Service Provider)事業におけ

る、より信頼性の高いサービスを実現するたのサーバアプリケーションに関連する研究であります。 

  

事業区分 金額(千円) 前年同期比(％)

モバイルセールス事業 49,918,222 105.4

モバイルインテグレーション＆サポート事業 10,291,524 83.5

合計 60,209,746 100.9

相手先

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

日本電気㈱ 11,023,897 18.5 9,065,522 15.1

㈱エヌ・ティ・ティ・ 
ドコモ及び地域会社８社

15,200,064 25.5 15,834,542 26.3
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前事業年度末に計画した設備の新設や拡充等について、重要な変更はありません。 

  

(2) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

─ 8 ─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,529,400 同左
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 14,529,400 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 14,529,400 ― 2,370,780 ― 2,706,780
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(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．所有株式数は、いずれも千株未満を切り捨てて表示しております。 

 ２．平成19年10月１日付にて、バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社より、以下のと

おり、平成19年９月24日現在、共同保有者３名で所有する当社株式についての大量保有報告書の変更報告書

が関東財務局に提出されておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 
 

   なお、平成19年10月15日付にて、バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社より、上記

内容が、平成19年10月８日現在、以下のとおり変更されている旨の大量保有報告書の変更報告書が関東財務

局に提出されております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 7,410 51.00

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 710 4.89

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 693 4.77

メロン バンク エヌエー トリ
ーテイー クライアント オムニ
バス 
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行決済事業部）

ONE MELLON BANK CENTER,PITTSBURGH,PENNSY
LVANIA  
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

300 2.06

ＮＥＣモバイリング従業員持株会
神奈川県横浜市港北区新横浜
二丁目４番18号

231 1.59

シティバンク ロンドン エ
ス エイ スティチング シェル 
ペンションファンド 
(常任代理人 シティバンク銀行
株式会社 証券業務部)

WINSTON CHURCHILL  TOWER,SIR  WINSTON 
CHURCHILLLAAN 366H,2285 SJ RIJSWIJK,THE 
NETHERLANDS 
(東京都品川区東品川二丁目３番14号)

194 1.34

資産管理サービス信託銀行株式会
社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア  
オフィスタワーＺ棟

143 0.99

ゴールドマン・サックス・インタ
ーナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
(東京都港区六本木六丁目10番１号 
六本木ヒルズ 森タワー)

139 0.96

モルガン・スタンレーアンドカン
パニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社 証券管理本部 
オペレーション部門）

1585 BROADWAY, NEW YORK,NEW YORK 10036, 
U.S.A.                  
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 恵比
寿ガーデンプレイスタワー）

82 0.57

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 80 0.56

計 ― 9,986 68.73

大量保有者 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合

(％)

 バークレイズ・グローバル・インベ 
 スターズ信託銀行株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 57,600 0.40

バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ証券投信投資顧問株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 443,300 3.05

バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ、エヌ・エイ 
（Barclays Global Investors,N.A.)

米国 カリフォルニア州 サンフ
ランシスコ市 フリーモント・ス
トリート４５

253,400 1.74

計 ― 754,300 5.19
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の数3個）含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

大量保有者 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合

(％)

 バークレイズ・グローバル・インベ  
 スターズ信託銀行株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 57,700 0.40

バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 443,300 3.05

バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ、エヌ・エイ 
（Barclays Global Investors,N.A.)

米国 カリフォルニア州 サンフ
ランシスコ市 フリーモント・ス
トリート４５

253,400 1.74

計 ― 754,400 5.19

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式14,528,900 145,289 ―

単元未満株式 普通株式       500 ― ―

発行済株式総数 14,529,400 ― ―

総株主の議決権 ― 145,289 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであり

ます。 

 (1)役職の異動 

 
  

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,215 2,190 2,250 2,190 2,040 2,020

最低(円) 2,070 2,030 2,080 1,995 1,850 1,780

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 執行役員常務 取締役
執行役員常務  

兼販売事業本部長
樋山 孝 平成19年10月１日
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第５ 【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、第35期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、第36期中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第35期中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第36期中間会計期間(平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けておりま

す。 

  

３．中間連結財務諸表について 

当社は、上海モバイリング社(上海慕百霖通信有限公司)を子会社として有しておりますが、「中間連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当該子会社の資産、売上高

等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
  

資産基準 0.7%

売上高基準 0.5%

利益基準 1.0%

利益剰余金基準 △0.0%
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【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 11,969,961 11,033,256 11,500,912

 ２．受取手形 1,612 4,927 1,470

 ３．売掛金 14,958,771 13,192,164 19,544,623

 ４．有価証券 - 998,745 999,132

 ５．たな卸資産 4,948,829 4,486,102 4,914,030

 ６．未収入金 6,371,723 6,190,861 10,227,202

 ７．関係会社預け金 ※２ 4,000,318 5,000,365 5,000,551

 ８．繰延税金資産 995,000 862,000 1,181,000

 ９．その他 712,570 462,074 635,975

 10．貸倒引当金 △92,000 △6,000 △4,000

  流動資産合計 43,866,784 85.1 42,224,494 80.8 54,000,895 87.3

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産 ※１ 1,163,919 2.2 1,278,493 2.4 1,303,785 2.1

 ２．無形固定資産 1,371,101 2.7 1,568,867 3.0 1,587,607 2.6

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 - 3,107,204 987,321

  (2) 繰延税金資産 1,298,781 1,156,698 1,285,354

  (3) その他 3,904,258 2,961,674 2,704,049

  (4) 貸倒引当金 △39,000 △39,000 △37,000

   投資その他の 
   資産合計

5,164,039 10.0 7,186,576 13.8 4,939,724 8.0

  固定資産合計 7,699,059 14.9 10,033,936 19.2 7,831,116 12.7

  資産合計 51,565,843 100.0 52,258,430 100.0 61,832,011 100.0

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．支払手形 ※３ 386,786 354,259 436,720

 ２．買掛金 10,591,908 8,998,973 15,631,880

 ３．未払法人税等 953,371 834,954 1,636,747

 ４．未払費用 9,323,935 8,965,939 12,486,820

 ５．その他 1,765,620 1,309,777 1,410,409

  流動負債合計 23,021,620 44.6 20,463,902 39.2 31,602,576 51.1

Ⅱ 固定負債

 １．退職給付引当金 3,333,928 3,538,940 3,434,136

 ２．預り保証金 222,173 233,930 221,886

  固定負債合計 3,556,101 6.9 3,772,870 7.2 3,656,022 5.9

  負債合計 26,577,721 51.5 24,236,772 46.4 35,258,598 57.0
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 2,370,780 4.6 2,370,780 4.5 2,370,780 3.8

 ２．資本剰余金 

  (1) 資本準備金 2,706,780 2,706,780 2,706,780

   資本剰余金合計 2,706,780 5.3 2,706,780 5.2 2,706,780 4.4

 ３．利益剰余金 

  (1) 利益準備金 21,420 21,420 21,420

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 17,860,000 20,260,000 17,860,000

    繰越利益剰余金 2,047,811 2,612,610 3,629,591

   利益剰余金合計 19,929,231 38.6 22,894,030 43.8 21,511,011 34.8

 ４．自己株式 - - △34 △0.0 △34 △0.0

  株主資本合計 25,006,791 48.5 27,971,556 53.5 26,588,537 43.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券 
   評価差額金

△18,669 △0.0 50,102 0.1 △15,124 △0.0

  評価・換算差額等合計 △18,669 △0.0 50,102 0.1 △15,124 △0.0

  純資産合計 24,988,122 48.5 28,021,658 53.6 26,573,413 43.0

  負債純資産合計 51,565,843 100.0 52,258,430 100.0 61,832,011 100.0
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② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 59,663,930 100.0 60,209,746 100.0 130,252,775 100.0

Ⅱ 売上原価 52,709,382 88.3 53,134,891 88.2 115,912,629 89.0

   売上総利益 6,954,548 11.7 7,074,855 11.8 14,340,146 11.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,623,831 7.8 4,111,284 6.9 8,734,765 6.7

   営業利益 2,330,717 3.9 2,963,571 4.9 5,605,381 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 63,370 0.1 95,938 0.2 153,723 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 98,424 0.2 18,256 0.0 118,218 0.1

   経常利益 2,295,663 3.8 3,041,253 5.1 5,640,886 4.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 311,667 0.5 - - 311,667 0.2

Ⅶ 特別損失 ※4,6 307,216 0.4 - - 319,747 0.2

   税引前中間(当期) 
   純利益

2,300,114 3.9 3,041,253 5.1 5,632,806 4.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

998,000 892,000 2,597,000

   法人税等調整額 △11,163 986,837 1.7 403,000 1,295,000 2.2 △186,163 2,410,837 1.8

   中間(当期)純利益 1,313,277 2.2 1,746,253 2.9 3,221,969 2.5
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本
評価・換 
算差額等

純資産
合計

資本金

資本 
剰余金

利益剰余金

株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価 
差額金

資本 
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(千円)

2,370,780 2,706,780 21,420 16,460,000 2,461,445 18,942,865 24,020,425 △26,173 23,994,252

中間会計期間中の変動 
額

 別途積立金の積立 
 (注)

- - - 1,400,000 △1,400,000 - - - -

 剰余金の配当(注) - - - - △326,912 △326,912 △326,912 - △326,912

 中間純利益 - - - - 1,313,277 1,313,277 1,313,277 - 1,313,277

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額(純額)

- - - - - - - 7,504 7,504

中間会計期間中の変動 
額合計(千円)

- - - 1,400,000 △413,634 986,366 986,366 7,504 993,870

平成18年９月30日残高 
(千円)

2,370,780 2,706,780 21,420 17,860,000 2,047,811 19,929,231 25,006,791 △18,669 24,988,122
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当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

株主資本

資本金

資本 
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 
(千円)

2,370,780 2,706,780 21,420 17,860,000 3,629,591 21,511,011 △34 26,588,537

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立 - - - 2,400,000 △2,400,000 - - -

 剰余金の配当 - - - - △363,234 △363,234 - △363,234

 中間純利益 - - - - 1,746,253 1,746,253 - 1,746,253

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

- - - - - - - -

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

- - - 2,400,000 △1,016,981 1,383,019 - 1,383,019

平成19年９月30日残高 
(千円)

2,370,780 2,706,780 21,420 20,260,000 2,612,610 22,894,030 △34 27,971,556

評価・換 
算差額等

純資産 
合計

その他 
有価証券 
評価 
差額金

平成19年３月31日残高 
(千円)

△15,124 26,573,413

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立 - -

 剰余金の配当 - △363,234

 中間純利益 - 1,746,253

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

65,226 65,226

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

65,226 1,448,245

平成19年９月30日残高 
(千円)

50,102 28,021,658
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本 
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(千円)

2,370,780 2,706,780 21,420 16,460,000 2,461,445 18,942,865 - 24,020,425

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立 
 (注）

- - - 1,400,000 △1,400,000 - - -

 剰余金の配当(注） - - - - △326,912 △326,912 - △326,912

 剰余金の配当 - - - - △326,912 △326,912 - △326,912

 当期純利益 - - - - 3,221,969 3,221,969 - 3,221,969

 自己株式の取得 - - - - - - △34 △34

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

- - - - - - - -

事業年度中の変動額合 
計(千円)

- - - 1,400,000 1,168,146 2,568,146 △34 2,568,112

平成19年３月31日残高 
(千円)

2,370,780 2,706,780 21,420 17,860,000 3,629,591 21,511,011 △34 26,588,537

評価・換 
算差額等

純資産 
合計

その他 
有価証券 
評価 
差額金

平成18年３月31日残高 
(千円)

△26,173 23,994,252

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立 
 (注）

- -

 剰余金の配当(注） - △326,912

 剰余金の配当 - △326,912

 当期純利益 - 3,221,969

 自己株式の取得 - △34

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

11,049 11,049

事業年度中の変動額合計 
(千円)

11,049 2,579,161

平成19年３月31日残高 
(千円)

△15,124 26,573,413
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 2,300,114 3,041,253 5,632,806

   減価償却費 337,697 387,498 671,321

   貸倒引当金の増加（△
   減少）額

- 4,000 △90,000

   退職給付引当金の増加額 74,025 62,017 143,669

   受取利息及び配当金 △52,170 △87,541 △119,631

   支払利息 337 267 635

   為替差損 683 29 2,051

   有形固定資産廃棄損 40,505 8,970 52,192

   無形固定資産廃棄損 41,878 80 50,177

   有形固定資産評価損 8,704 5,202 3,171

   無形固定資産評価損 1,369 - -

   営業譲渡益 △311,667 - △311,667

   減損損失 244,922 - 257,453

   売上債権の減少額 5,457,693 6,349,002 871,983

   たな卸資産の(△増加)
   減少額

△143,232 345,402 △108,433

   未収入金の減少(△増加)額 1,827,248 4,036,340 △2,028,231

   仕入債務の(△減少)増加額 △4,888,627 △6,688,517 258,120

   未払費用の(△減少)増加額 △557,669 △3,520,881 2,605,215

   未払消費税等の(△減少) 
   増加額

△95,570 125,248 △170,002

   預り金の減少額 △149,374 △76,927 △155,877

   その他 △164,955 △14,946 263,737

    小計 3,971,911 3,976,496 7,828,689

   利息及び配当金の受取額 52,170 87,541 119,631

   利息の支払額 △337 △267 △635

   法人税等の支払額 △1,444,506 △1,684,792 △2,368,131

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

2,579,238 2,378,978 5,579,554
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前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による 
   支出

△122,865 △255,721 △576,714

   無形固定資産の取得による 
   支出

△261,359 △306,314 △941,094

   営業譲渡に伴う収入 225,811 88,225 225,811

   投資有価証券の取得による 
   支出

- △2,010,000 -

   その他 △2,821 △1,130 △12,204

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△161,234 △2,484,940 △1,304,201

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △326,821 △362,238 △652,452

   自己株式の取得による支出 - - △34

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

△326,821 △362,238 △652,486

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△683 △29 △2,051

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
  （△減少）額

2,090,500 △468,229 3,620,816

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 13,879,779 17,500,595 13,879,779

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末 
  (期末)残高

※１ 15,970,279 17,032,366 17,500,595
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

商品・製品・半製品・

原材料

先入先出法による低

価法

(1) たな卸資産

商品・製品・半製品・

原材料

同左

(1) たな卸資産

商品・製品・半製品・

原材料

同左

仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左

(2) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

(2) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(2) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

…移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

─ 22 ─



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２．固定資産の減価償

却の方法

 

有形固定資産…定率法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 建物 ３～18年

 構築物 ８～21年

 機械及び装置

９年、18年

 工具器具及び備品

２～20年
 

有形固定資産…定率法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 建物 ３～18年

 構築物 ８～21年

 機械及び装置

９年、18年

 工具器具及び備品

２～20年

（会計方針の変更） 

法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令 

平成19年３月30日 政令第

83号））に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費

に含めて計上しておりま

す。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

 

有形固定資産…定率法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 建物 ３～18年

 構築物 ８～21年

 機械及び装置

９年、18年

 工具器具及び備品

２～20年

 

無形固定資産…定額法 

 なお、市場販売目的のソ

フトウェアについては、見

込有効期間(３年)に基づく

償却方法を採用し、自社利

用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

無形固定資産…定額法

同左

無形固定資産…定額法

同左

─ 23 ─



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により

費用処理することとして

おります。

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしておりま

す。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により

費用処理することとして

おります。

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしておりま

す。

４．リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左
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前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５．中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

６．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺し、流

動負債の「その他」に含め

て表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、純資産の部の合計と同

額であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、純資産の部の合計と同

額であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

(企業結合に係る会計基準等) 

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会 

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準第７号 平成17年12月27日)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第10号 平成17

年12月27日)を適用しております。

―――――― (企業結合に係る会計基準等) 

 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」(企業会計審議会 平成

15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準第

７号 平成17年12月27日)並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準適用指針第10号 平成17年

12月27日)を適用しております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

―――――― (中間貸借対照表）

 「投資有価証券」は、前中間期まで、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

期末において資産の総額の100分の５を超えたため区分

掲記しております。 

 なお、前中間期末の「投資有価証券」の金額は

981,350千円であります。

(中間キャッシュ・フロー計算書）

 営業活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

廃棄損」は、前中間会計期間は「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記

しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「無形固定資産廃棄損」は776千円であります。

――――――
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,744,504千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,240,600千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,845,975千円でありま

す。

※２ 手元資金のリスク分散及び日

本電気㈱グループの資金効率向

上を図るための資金集中システ

ムの期末残高であります。

※２     同左 ※２     同左

※３ 中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形は次のとお

りであります。

支払手形 29,648千円

※３ 中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形は次のとお

りであります。

支払手形 20,879千円

※３ 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理に

ついては、当事業年度の末日は

金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。期末日満期

手形は次のとおりであります。 

 

支払手形 76,631千円
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(中間損益計算書関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 8,541千円

受取配当金 43,630

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 36,094千円

受取配当金 51,447

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 32,372千円

受取配当金 87,259

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 337千円

固定資産廃棄損 82,383

固定資産評価損 10,073

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 267千円

固定資産廃棄損 9,049

固定資産評価損 5,202
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 635千円

固定資産廃棄損 102,369

※３ 特別利益

営業譲渡益 311,667千円

※３    ―――――― ※３ 特別利益

営業譲渡益 311,667千円

※４ 特別損失

減損損失 244,922千円

営業譲渡 
関連費用

62,294

※４    ―――――― ※４ 特別損失

減損損失 257,453千円

営業譲渡 
関連費用

62,294

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 148,085千円

無形固定資産 186,739

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 141,268千円

無形固定資産 242,586

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 293,709千円

無形固定資産 370,907

 

※６ 減損損失

当社は、原則として管理会計

上の区分ごとに資産のグループ

化を行っており、収益性が著し

く低下した資産グループについ

て帳簿価額を回収可能価額まで

減額しております。当中間会計

期間においては、当該減少額を

特別損失として244,922千円計

上しております。

用途 場所 種類
減損損失 
(千円)

移動通
信シス
テム関
連設備

横浜市

建物・機械及
び装置・工具
器具及び備品

207,963

ソフトウェア
他

36,959

なお、回収可能価額は使用価

値により測定しており、割引率

は7.25％を使用しております。

※６    ――――――

 

※６ 減損損失

当社は、原則として管理会計

上の区分ごとに資産のグループ

化を行っており、収益性が著し

く低下した資産グループについ

て帳簿価額を回収可能価額まで

減額しております。当事業年度

においては、当該減少額を特別

損失として257,453千円計上し

ております。

用途 場所 種類
減損損失
(千円)

移動通
信シス
テム関
連設備

横浜市

建物・機械及
び装置・工具
器具及び備品

208,297

ソフトウェア
他

49,156

なお、回収可能価額は使用価

値により測定しており、割引率

は7.25％を使用しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
  

前事業年度末株式数 
(千株)

当中間会計期間増加
株式数(千株)

当中間会計期間減少 
株式数(千株)

当中間会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 14,529 - - 14,529

合計 14,529 - - 14,529

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 326,912 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月23日

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月25日 
取締役会

普通株式 326,912 利益剰余金 22.50 平成18年９月30日 平成18年12月１日

前事業年度末株式数 
(千株)

当中間会計期間増加
株式数(千株)

当中間会計期間減少 
株式数(千株)

当中間会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 14,529 - - 14,529

合計 14,529 - - 14,529

自己株式

 普通株式 0 - - 0

合計 0 - - 0

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年５月14日 
取締役会

普通株式 363,234 25.00 平成19年３月31日 平成19年６月１日

(決議) 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月26日 
取締役会

普通株式 399,558 利益剰余金 27.50 平成19年９月30日 平成19年12月３日
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度末株式数 
(千株)

当事業年度増加
株式数(千株)

当事業年度減少 
株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 14,529 - - 14,529

合計 14,529 - - 14,529

自己株式

 普通株式（注） - 0 - 0

合計 - 0 - 0

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 326,912 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年10月25日 
取締役会

普通株式 326,912 22.50 平成18年９月30日 平成18年12月１日

(決議) 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月14日 
取締役会

普通株式 363,234 利益剰余金 25.00 平成19年３月31日 平成19年６月１日

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

 

現金及び 
預金勘定

11,969,961千円

関係会社 
預け金勘定

4,000,318

現金及び 
現金同等物

15,970,279

 

現金及び
預金勘定

11,033,256千円

有価証券勘
定

998,745

関係会社
預け金勘定

5,000,365

現金及び
現金同等物

17,032,366

 

現金及び 
預金勘定

11,500,912千円

有価証券勘
定

999,132

関係会社 
預け金勘定

5,000,551

現金及び 
現金同等物

17,500,595
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(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末 
残高 
相当額

千円 千円 千円

機械及 
び装置

10,392 9,526 866

車両 
運搬具

8,096 6,187 1,909

工具器 
具及び 
備品

701,649 357,216 344,433

合計 720,137 372,929 347,208
 

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

千円 千円 千円

車両 
運搬具

5,290 4,673 617

工具器
具及び
備品

976,998 448,311 528,687

合計 982,288 452,984 529,304

 

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円

車両
運搬具

5,290 4,144 1,146

工具器
具及び
備品

862,371 398,288 464,083

合計 867,661 402,432 465,229

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等

２．未経過リース料期末残高相当額

等

未経過リース料中間期末残高相

当額

未経過リース料中間期末残高相

当額

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 157,173 千円

１年超 194,538千円

合計 351,711千円
 

１年内 201,362千円

１年超 334,227千円

合計 535,589千円
 

１年内 190,029千円

１年超 280,587千円

合計 470,616千円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 94,856千円

減価償却費 
相当額

91,517千円

支払利息相当額 3,257千円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 125,725千円

減価償却費
相当額

120,598千円

支払利息相当額 6,171千円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 209,452千円

減価償却費 
相当額

201,550千円

支払利息相当額 8,704千円

４．減価償却費相当額の算定方法

主として、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

 (減損損失について)

リース資産に配分された減損損

失はありません。

 (減損損失について)

同左

 (減損損失について)

同左
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 7,800 9,100 1,300

その他 1,005,000 972,250 △32,750

合計 1,012,800 981,350 △31,450

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 7,800 8,200 400

その他 3,015,000 3,099,004 84,004

合計 3,022,800 3,107,204 84,404

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

コマーシャルペーパー 998,745

合計 998,745

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 7,800 10,900 3,100

その他 1,005,000 976,421 △28,579

合計 1,012,800 987,321 △25,479
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２．時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

  

 
  

(共通支配下の取引) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は日本電気通信システム㈱との間で締結したモバイルソフトウェア開発事業に係る営業譲渡契

約に基づき、平成18年４月１日付で当該事業を譲渡いたしました。その目的は、ソフト開発の環境変

化に伴い、当社の保有するリソースでは効率的な事業運営が難しくなってきていることから、当社の

保有するリソースを日本電気通信システム㈱に集中することで同事業の効率化を図るとともに、当社

は携帯電話に関連する販売、修理及びソリューション事業に集中することで中期的な事業収益向上を

図ることにあります。 

 
(注) 上記のほか、退職給付債務を移管しており、その金額は、324,808千円であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおり、平成19年４月１日に公共モバイル事業を

ＮＥＣネットワーク・センサ㈱に譲渡いたしましたが、重要性が乏しいため記載を省略しておりま

す。 

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

コマーシャルペーパー 999,132

合計 999,132

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、デリバティブ取引は行っ

ておりませんので、該当事項はあり

ません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左

譲渡する資産の額 固定資産 187,728千円

譲渡価額 499,395千円
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は日本電気通信システム㈱との間で締結したモバイルソフトウェア開発事業に係る営業譲渡契

約に基づき、平成18年４月１日付で当該事業を譲渡いたしました。その目的は、ソフト開発の環境変

化に伴い、当社の保有するリソースでは効率的な事業運営が難しくなってきていることから、当社の

保有するリソースを日本電気通信システム㈱に集中することで同事業の効率化を図るとともに、当社

は携帯電話に関連する販売、修理及びソリューション事業に集中することで中期的な事業収益向上を

図ることにあります。 

 
(注) 上記のほか、退職給付債務を移管しており、その金額は、324,808千円であります。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
（注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

譲渡する資産の額 固定資産 187,728千円

譲渡価額 499,395千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,719.83円 １株当たり純資産額 1,928.62円 １株当たり純資産額 1,828.94円

１株当たり中間純利益 90.39円 １株当たり中間純利益 120.19円 １株当たり当期純利益 221.76円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式がないため記載し
ておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 24,988,122 28,021,658 26,573,413

普通株式に係る中間期末
（期 末）の 純 資 産 額（千
円）

24,988,122 28,021,658 26,573,413

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末(期
末)普通株式の数(株)

14,529,400 14,529,384 14,529,384

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益(千円) 1,313,277 1,746,253 3,221,969

普通株式に係る中間（当
期）純利益(千円)

1,313,277 1,746,253 3,221,969

普通株式の期中平均株式数
(株)

14,529,400 14,529,384 14,529,399

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左
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(2) 【その他】 

平成19年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額…………………399,558千円 

(ロ)１株当たりの金額………………………………27円50銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成19年12月３日 

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第35期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月22日関東財務局長に提

出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書（上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年９月７日関東財務局長に提出。 
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該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年11月17日

ＮＥＣモバイリング株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＮＥＣモバイリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第35期事業年度の中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＮＥＣモバイリング株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  榊     正  壽  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  功  樹  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年11月16日

ＮＥＣモバイリング株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているＮＥＣモバイリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第36期事業

年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＮＥＣモバイリング株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  榊     正  壽  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  功  樹  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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